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2はじめに

◼ 第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）において、「募集量の削減」や「応札量の増加（誘導的）」
等の各対応策が取り上げられた。

◼ このうち、案A-b（市場外調整力の控除）については、第47回本小委員会（2024年5月15日）においても、
容量市場における市場外供給力控除の仕組みを参考に、需給調整市場においても余力活用期待分を募集量
から控除する仕組みの導入についても言及されたところ。

◼ 今回、市場外調整力の控除について、容量市場における市場外供給力の適用条件を確認したうえで、需給調整
市場における市場外調整力にどのようなものが存在するのか、また、それらが控除可能と整理できるか等の建付けに
関して整理したため、ご議論いただきたい。
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◼ 今後早急に、国とも連携（役割分担）しながら、各種対応策の検討について、対応の方を進めていく。

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

A.調達募集量の見直しの具体案
【a】週間・前日断面で算定される

必要量に対して一定の割合を
乗じることで募集量を圧縮

【b】余力活用契約による調整力
確保見込み量を踏まえて募集量
を設定

【c】三次②についても、調達量を
3σ→1σ相当に減らし、不足分
は余力活用契約により確保

（参考） 本検討（市場外調整力の控除）の位置付け

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


4（参考） A.調達募集量の見直しのイメージ

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


5（参考） 余力活用期待分の募集量からの控除

◼ 松村委員ご発言内容

（前略）それは募集量を元に戻すことではなく、余力活用で期待できるものがあるとすれば募集量から控除するなり、あるいは上限価格の設定、
余力活用で期待できる部分については相当強い上限価格を出すような対応を自然にできるにも拘わらず、今まで一定の提案があったにも拘わら
ず誰が反対してこんなに遅れたのかを考えていただきたい。容量市場に関しても容量市場に出てこない札であったとしても供給力として一定の期待
ができるものを控除して募集している。全く同じことがなぜ調整力でできないか、実際に問題は起こっていないのであれば初めから一定程度期待で
きる量を控除するあるいは上限の価格は厳しく設定するようなことをしたほうが合理的だから、そのように対応することが本当に今回指摘されたよう
な問題を生むかどうかを十分に考えていただきたい。何度も繰り返すが、今まで未達は起こっているけれど、直ちに安定供給上問題ないと電力以
外の人間には全く理解不能な説明が繰り返されてきた。本当に問題ないとようやく理解されてきたが、この期に及んで、これは問題があり不正常な
状態であり、元の状態のほうが良いと言うことはどうかしているのではないかと考える。募集量を削減していくあらゆる対策は、例えば応札を増やすこ
ととバッティングするものではなく、同時にできることである。その一定量の応札が増えることによって色々な機能が正常化するのはもう少し募集量が
減っている時のほうが効きやすい。いずれにせよこのような状態を放置してはならず、もっと早いスピードで実施するべきである。何度も繰り返すが、
応札をし易くする工夫はやっていただきたいが、三次調整力①、三次調整力②のある需給調整市場が開場された時から言われていることではない
のか。そのことについては一定の対策はしてきたし、すぐにできることなら当然していることを考えれば、このようなことを強調すること自体がとてもミス
リーディングである。まず募集量を正常化することが第一にあると考える。

◼ 第47回本小委員会（2024年5月15日）において、容量市場における市場外供給力控除の仕組みを参考に、
需給調整市場においても余力活用期待分を募集量から控除する仕組みの導入ができないか示唆を頂いている。
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8容量市場における市場外供給力の控除について（１／３）

◼ 第60回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月29日）において、容量市場に参加せずに稼働する電源等も
ある中、必要な供給力を全て容量市場で調達することになると、必要以上に供給力を確保することになり、結果的に
社会コストが徒に増加することになりかねないとされた。

◼ そのため、容量市場においては、市場外の供給力が一定程度見込まれる状況下においては、容量市場での調達量
を必要供給力の全量とするのではなく、一定量を差し引いて（控除して）調達する考え方となっている。

出所）第60回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月29日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf


9（参考） 予備電源の活用

◼ また、容量市場において必要供給力を全量調達しない場合、期待していた容量市場外の供給力が不足し、必要
供給力を満たすことができなくなるリスクへの備えとして、必要供給力と容量市場調達量との差分の一部を保険的に
カバーできるよう予備電源を一定量確保する仕組みとしている。

出所）第60回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月29日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf


10容量市場における市場外供給力の控除について（２／３）

◼ また、具体的な市場外供給力については、供給計画と容量市場で確保された供給力の差分について分析の上で、
発生の蓋然性が一定程度あるものの毎年変動する個別要因のうち、その特性から容量市場に参加することが難しい
と判断してきた可能性が相対的に高い「火力・水力の容量市場不参加分等」を控除量として扱うこととされた。

◼ 具体的な控除量としては、保守的に見積もる観点から、過年度に共通して出現した120万kW（目標調達量の
1%以下の規模感）を、容量市場調達分からの控除量としている。

出所）第79回制度検討作業部会（2023年5月25日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/079_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/079_03_00.pdf


11容量市場における市場外供給力の控除について（３／３）

◼ 前述の整理を踏まえると、容量市場における市場外供給力は、以下の条件により適用（控除）可能と整理されて
いることが分かる。

➢ 条件Ⅰ:市場外供給力が存在することが供給計画で判明していること（検出手段があること）

➢ 条件Ⅱ:市場外供給力が万一、容量市場に参加してきて二重カウントにならないこと（容量市場に参加すること
が難しいと判断してきた可能性が相対的に高い「容量市場不参加電源」を見込んでいる）

➢ 条件Ⅲ:市場調達より安価な（社会コストが増加しない）可能性が高いこと（kW価値として0円確保が可能）

➢ 条件Ⅳ:安定供給確保に万全を期すため、保守的に見積もった規模感であること（また、市場外供給力の不足
＿＿＿_リスクへの備えとして、一部をカバーできるよう予備電源を一定量確保する仕組みとしている）

◼ これらを踏まえて、需給調整市場における市場外調整力にどのようなものが存在するのか、またそれらが控除可能と
整理できるかについて次章以降で深掘り検討を行った。
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13需給調整市場における市場外調整力について（１／２）

◼ 調整機能を有する（提供できる）電源には大きく2種類あり、余力活用に関する契約を締結している電源のうち、
需給調整市場に関する契約を締結している電源（以下「需給調整市場参入電源」という。）と、需給調整市場に
関する契約を締結していない電源（以下「需給調整市場非参入電源」という。）に分かれる※こととなる。

◼ また、ΔkW（市場取引）以外の余力についても、調整力提供者（BG）が起動を確定させた（発電計画に織り
込んだ）電源における「自然体余力」と、発電計画上は停止中となっており、余力活用の追加起動により確保する
「追加起動余力」に分かれることとなる。

◼ これらの組合せを踏まえると、市場外調整力の候補としては、下表のとおり、4つの領域が存在することとなる。

需給調整市場
参入電源

需給調整市場
非参入電源

自然体
余力

領域① 領域②

追加起動
余力

領域③ 領域④

自然体余力

追加起動余力

調達されたΔkW

発電計画

出力

（安） （高）

【運転状態】

停止中

価格

※ 正確には、余力活用に関する契約を締結せずに、需給調整市場のみに参入する
電源も存在するが、今回の検討（市場外調整力）対象外のため割愛している。



14（参考） 余力活用に関する契約の契約体系

◼ 調整力提供者が余力を調整力として提供する場合、余力活用に関する契約（kWh）を締結の上で、需給調整
市場に参入を希望する場合は需給調整市場に関する契約（ΔkW・kWh）も合わせて締結することとなる。
（需給調整市場に参入を希望しない場合は、余力活用に関する契約（kWh）のみでよい）

出所）送配電網協議会 余力活用ガイド第2版（2023年12月1日）
https://www.tdgc.jp/asset/download/yoryoku/announcement_guide_v2.pdf

https://www.tdgc.jp/asset/download/yoryoku/announcement_guide_v2.pdf


15（参考） 案A-b（市場外調整力の控除）の評価

◼ 案A-b（市場外調整力の控除）については、自然体（平常時）余力のみか追加起動余力を含めるかの論点や、
控除可能量の算定条件について事前整理が必要とされていた。

出所）第93回制度検討作業部会（2024年5月27日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/093_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/093_04_00.pdf


16需給調整市場における市場外調整力について（２／２）

需給調整市場
参入電源

需給調整市場
非参入電源

自然体
余力

領域① 領域②

追加起動
余力

領域③ 領域④

◼ 市場外調整力について、前述の容量市場における市場外供給力の適用条件に照らし合わせると以下のとおり。

➢ 条件Ⅰ:市場外供給力が存在することが供給計画で判明していること（検出手段があること）

⇒ 毎年度の調整力の確保に関する計画の取りまとめにおいて担保（検出）可能か

➢ 条件Ⅱ:市場外供給力が万一、容量市場に参加してきて二重カウントにならないこと

⇒ 市場外調整力と見込んだものを二重カウントしないよう、まずは「需給調整市場非参入電源」が対象か※1

➢ 条件Ⅲ:市場調達より安価な（社会コストが増加しない）可能性が高いこと（kW価値として0円確保が可能）

⇒ 追加起動（+最低出力持替）は市場調達より高額な可能性※2もあり、「自然体余力」が対象か

◼ 上記条件を踏まえると、需給調整市場における市場外調整力（募集量から控除可能な調整力）として、まずは
「領域②」が該当すると考えられる。なお、条件Ⅳ（安定供給に万全を期す規模感）については、領域②について
どの程度あるかで評価するものであり、本章では考慮していない。

まずは、領域②を市場外調整力
（募集量から控除可能な調整力）

と定義

※2 特に、需給調整市場非参入電源は、ΔkW価値（価格）として
他の電源に比べ相対的に劣後すると判断してきた可能性が高い。

※1 「需給調整市場参入電源」で見込めるものもあると考えるが、こちらは
他の対応策（募集量削減や誘導的措置等）の進展により、確度が
変わり得るため、今後の状況に応じて、対象に加えるか別途検討する。
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◼ 前述の整理を踏まえると、市場外調整力（領域②）とは、需給調整市場に参加してくる可能性（契約）がなく、
かつ、TSOが何もせずとも存在する調整力（ΔkW）という建付けになることから、調整力必要量から控除した上で、
残りを市場調達（あるいは余力活用で確保）する形で、それぞれの両立が可能な対策となる。（例えば、市場外
調整力が10%存在した場合、市場で45％調達、余力活用で45%確保というイメージ）

市場外調整力の建付け（意味合い）について

市場外
調整力
（領域②）

市場
調達

余力活用
（領域②以外）

調整力必要量

調達募集量

容量市場における市場外供給力
の控除（容量市場に参加すること
が難しい電源を分析の上、保守的
に見積もった量を控除）に相当

【調整力全体の関係性】

市場外
調整力
（領域②）

市場
調達

余力活用
（領域②以外）

調整力必要量

調達募集量 【募集量の圧縮（a.に該当）】
市場調達の比率

（一定の割合）を変化させる

【調達募集量の見直し（各案のイメージ）】

【必要量の削減（c.に該当）】
調達手段如何に関わらず、

調整力必要量そのものを削減

【市場外調整力の控除（b.に該当）】
容量市場における市場外供給力との

差異・特徴を分析の上、可能な分を控除

市場外
調達

市場外
調達

※一時中断中

※一時中断中

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html
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19市場外調整力（設備量）の実態把握（１／３）

◼ 前章までの整理を踏まえて、まずは市場外調整力の候補となり得る設備量（需給調整市場非参入電源※ ）が
どの程度あるのか、調整力確保計画をもとに算定（実態把握）を行った。

◼ 算定の結果、東北、東京、中部、関西エリアにおいて、該当電源があったものの、その他エリアにおいては、該当電源
なし（0）という結果であった。

【東北】 【関西】
北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

市場外調整力
（設備量）

無 有 有 有 無 有 無 無 無

リソース
種類

火力 0 1 9 1 0 4 0 0 0

水力 0 0 1 3 0 0 0 0 0

揚水 0 0 1 0 0 0 0 0 0

蓄電池 0 0 0 0 0 0 0 0 0

VPP・
DR

0 0 0 0 0 0 0 0 0

※ ここでは設備量としてどの程度存在するかを把握するため、領域②と領域④を合わせた算定となっていることに留意。

※ 調整力確保計画の項目単位ごと（ユニットごとや発電所ごと）に該当電源の数をカウント



20市場外調整力（設備量）の実態把握（２／３）

◼ 続いて、前頁で調査した市場外調整力（設備量）について、各エリアおよびリソース別に整理した。

◼ 東北、関西エリアにおいては、市場外調整力（設備量）として石炭・LNG・重油等の火力リソースが存在したものの
微少であった。（一次あるいは三次②必要量の1.6%～2.4%程度）

【東北】 【関西】

火力 一般水力 揚水 蓄電池 VPP・DR

調
整
力

市
場
外

一次 二次① 二次② 三次① 三次②

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
要
量

調
整
力

市
場
外

必
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※市場外調整力は調整力確保計画の各月の調整力確保想定量（作業を反映済の調整力供出可能量全量）の平均値。
一次～三次①の必要量は各月の4ブロックの平均値を使用。三次②必要量は、各月の4ブロック最大必要量の平均値を使用
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21市場外調整力（設備量）の実態把握（３／３）

◼ 中部エリアにおいては、市場外調整力（設備量）として自流式水力のリソースが確認された。

◼ 東京エリアにおいては、市場外調整力（設備量）としては石炭・LNG等の火力リソースが多く確認された一方で、
設備上（機器の切替を要するため）上げ調整力の供出が難しいケースなども確認された。
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22市場外調整力の控除に向けた今後の進め方について

確保対象 市場外として見込む対象 期待していた量が減るリスクへの対応

容量市場
（市場外供給力）

kW
発生の蓋然性が一定程度あるものの、その特性
から容量市場に参加することが難しいと判断して
きた可能性が高い電源（供給計画から判断）

（短期的に立ち上げ可能な）予備電源
を一定量確保している

需給調整市場
（市場外調整力）

ΔkW

余力活用契約を締結している、需給調整市場非
参入電源のうち自然体余力
課題① 個別要因上、織り込み可能設備の特定
課題② どのような考え方で控除量を決めるか

課題③ 控除量が実需給で存在しない
場合、どのように対応を行うか

◼ 前頁までの整理を踏まえて容量市場の市場外供給力と需給調整市場の市場外調整力の特徴の比較を行った。

◼ 市場外供給力においては、供給計画と容量市場で確保された供給力の差分について分析の上、必要供給力と
容量市場調達量の差分の一部を保険的にカバーできるよう予備電源を一定量確保する仕組みとしている。

◼ 市場外調整力としては、余力活用契約を締結している需給調整市場非参入電源のうち「自然体余力」が該当する
と考えられる一方、候補となり得る調整力設備量について実態把握した結果、エリアごとに大きな差があった（大宗
のエリアは該当電源がゼロあるいは微少）状況であった。

◼ 上記を踏まえ、実施に向けては下記のような課題が考えられるため、引き続き検討を進めていく。

➢ 候補となり得る調整力設備で、各個別要因上織り込み可能なものは何か（そもそも織り込み不可分はないか）

➢ 自然体余力（領域②）は、需給状況や電源作業、BGの経済行動等によって、運転状態（起動or停止）や
出力が異なる（事前に定量的に把握することは困難である）ため、どのような考え方で控除量を決めるか

➢ 控除量が実需給（自然体余力）で存在しない場合、調整力という特性上、安定供給に支障をきたす可能性が
あるため、当該リスクに対しどのように対応を行うか
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24まとめ

◼ 容量市場の市場外供給力控除を参考に、需給調整市場の市場外調整力控除が実施できるか検討を行った。

◼ まず、容量市場における適用条件に照らし合わせると以下のようになり、まずは、余力活用契約を締結している、
需給調整市場非参入電源のうち「自然体余力」が該当すると考えられる。

➢ 条件Ⅰ:市場外供給力が存在することが供給計画で判明していること（検出手段があること）

⇒ 毎年度の調整力の確保に関する計画の取りまとめにおいて担保（検出）可能か

➢ 条件Ⅱ:市場外供給力が万一、容量市場に参加してきて二重カウントにならないこと

⇒ 市場外調整力と見込んだものを二重カウントしないよう、まずは「需給調整市場非参入電源」が対象か

➢ 条件Ⅲ:市場調達より安価な（社会コストが増加しない）可能性が高いこと（kW価値として0円確保が可能）

⇒ 追加起動（+最低出力持替）は市場調達より高額な可能性もあり、「自然体余力」が対象か

◼ 他方で、実施に向けては下記のような課題が考えられる。

➢ 候補となり得る調整力設備量は、エリアごとに大きな差があった（大宗のエリアは該当電源がゼロあるいは微少）
状況であり、またこれらのうち、各個別要因上織り込み可能なものは何か（そもそも織り込み不可分はないか）

➢ 自然体余力（領域②）は、需給状況や電源作業、BGの経済行動等によって、運転状態（起動or停止）や
出力が異なる（事前に定量的に把握することは困難である）ため、どのような考え方で控除量を決めるか

➢ 控除量が実需給（自然体余力）で存在しない場合、調整力という特性上、安定供給に支障をきたす可能性が
あるため、当該リスクに対しどのように対応を行うか

◼ 上記を踏まえて、需給調整市場の市場外調整力控除に向けて、引き続き検討を進めていくこととしたい。


